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令和４年小樽市議会第３回定例会  

市   長   提   案   説   明 

 

令和４年第３回定例会の開会に当たり、今後４年間における市政について

の所信の一端を申し上げ、議員の皆様の御理解と御協力をお願いするもので

あります。  

 

この度、多くの市民の皆さんの御支援を頂き、再度、市長に就任させて頂

きました。  

本市が抱える行政課題は様々ありますが、これらの課題を着実に解決へと

導き、市民の皆さんの期待にお応えするため、引き続き、力を尽くしてまい

りたいと考えております。  

 

さて、人口が毎年約２，０００人ずつ減少している本市において、最重要

課題は、人口減少問題であります。  

この４年間で人口減少問題の解決に道筋を付けることは非常に難しいこと

であると認識しておりますが、この問題は待ったなしの課題であり、特に、

高齢化が進む中、社会減に歯止めを掛けることにターゲットを絞って、人口

減少問題への対策を進めるため、私は今回、五つの重点公約を掲げました。  

 

まず一つ目は、「子育て支援策の着実な推進」です。  

医療費や保育料など子育てに関わる家計負担の軽減、保育環境の改善と保育士の

確保、さらには安全で安心して過ごせる子どもの居場所の充実など、子育て支援策

を着実に推進します。 

二つ目は、「子どもの学習環境、教員の働く環境の改善」です。  

耐震化など計画的に学校の改修や学校教材の充実を図るとともに、専門的知識を
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持った外部人材の積極的な登用により、教員の働く環境と児童生徒の学習環境の改

善に努めます。 

三つ目は、「子どもたちの豊かな感性を育み、潜在的な可能性を引き出す

環境づくりの推進」です。  

文化、芸術、スポーツに取り組む児童生徒の活動を支援し、豊かな感性を育み、

潜在的な可能性を引き出す環境づくりを進めます。 

四つ目は、「創業支援の充実と起業人材の移住の推進」です。  

市内に移住し、起業を目指す方に対する相談体制の強化と、創業支援策の充実に

努めます。 

そして五つ目は、「小樽の個性を活かし、人や企業に共感されるまちづく

り」です。  

歴史的な建造物で形成される個性的な街並みと、海や港の魅力を活かし、人や企

業に共感を頂けるまちづくりを目指します。 

 

次に、今後４年間の市政全般にわたる施策を進めるに当たっての「まちづ

くり」の三つの柱と、それぞれの具体的な施策の一端を申し上げます。  

一つ目は「安全安心なまちづくり」で、除排雪や防災、減災のための体制

の強化と、性別や年代、ハンディキャップの有無にかかわらず、市民の誰も

が安心して暮らせるまちづくりを進めます。  

具体的には、「波」を重ねる新型コロナウイルスに対し、医療、検査、相談体

制を堅持し、必要な対策を講じ、市民の命と健康を守ります。 

また、気候変動による局地的、集中的な降雨、降雪に対応できる消防力、防災力、

除排雪体制を強化し、市民の暮らしを守ります。 

福祉・保健分野では、高齢の方々が住み慣れた地域で元気に暮らし続けられるよ

う、福祉、医療、介護等が連携した支援の充実に努めます。 

また、多様性を認め合い、誰もが安心して暮らせる社会の実現のため、意識の醸
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成に努めます。 

そして、ひとり親世帯や医療的ケアが必要な子どもの支援を充実させるとともに、

家族の世話を担っている子どもたち、いわゆるヤングケアラーについて、確かな支

援につなげる体制を整備します。 

 

二つ目は「活力あるまちづくり」で、全ての市民が健康で、生きがいを感

じ、地域経済を支える中小企業が元気に事業を続けることができるまちづく

りを進めます。  

具体的には、町会活動への支援などによる地域コミュニティの維持や、つなが

りを持てる地域づくりを進め、市民の健康と生きがいづくりを支えます。 

経済の分野では、観光客の回遊性を高める取組や、地域色豊かな体験プログラム

の充実により、滞在型、消費型観光を推進し、経済波及効果を創出します。 

また、経営基盤の強化のため一次産品の付加価値を高め、ブランド化を進めると

ともに、高い技術力を有した製造業の製品開発や販路拡大を支援します。 

さらに、経済団体との連携により企業の事業承継を支援するとともに、キャリア

教育や企業説明会の充実、女性の復職支援などにより地元雇用の拡大に努めます。 

そして、魅力ある商店づくり、商店街づくりを支援し、市内消費を喚起すること

で、市民にとって身近な商業環境を維持します。 

 

三つ目は「将来を見据えたまちづくり」で、デジタル化による行政サービ

スの利便性向上、小樽駅前地区や小樽港第３号ふ頭とその周辺地区の整備、

新幹線の活用、歴史的景観の保全など、小樽の将来を見据えたまちづくりを

進めます。  

具体的には、電子申請やキャッシュレス決済などデジタル化を推進し、行政サー

ビスの利便性の向上に努めます。 

また、通学、通院、買物など暮らしを支える公共交通の維持と利便性の確保に努
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めます。 

さらに、プールを併設した体育館の建設により市民の健康増進とスポーツの振興

を図るとともに、文化芸術の鑑賞機会の充実を図ります。 

経済の分野では、新規操業や設備投資を支援し、企業の誘致を進めるとともに、

サテライトオフィス等の市内開設を支援します。 

また、まちの活力を維持するため、民間の力を活用し、小樽駅前地区や小樽港第

３号ふ頭とその周辺地区の整備を進めるとともに、港湾貨物やクルーズ船を誘致し、

物流と交流の観点から、小樽港の振興を図ります。 

さらに、北海道新幹線新駅の利用促進に向けた戦略と、新駅周辺のまちづくりの

具体化に取り組みます。 

そして、地域における歴史的風致の維持及び向上に関する法律に基づき策定する

「歴史的風致維持向上計画」において「重点区域」を定め、個性ある歴史的景観の

保全に努め、魅力あるまちづくりを進めます。 

地球温暖化対策としては、温室効果ガス排出量を削減するため、省エネ化の取組

を推進するとともに、本市にふさわしい再生可能エネルギーの導入等を図り、脱炭

素社会の実現に努めます。 

 

今、小樽は、人口減少問題をはじめとした多くの課題を抱え、さらには、

新型コロナウイルスの影響により地域経済は大変に大きなダメージを受けて

おりますが、本市が持つポテンシャルを引き出し、近代的建築物群により形

成された個性的な街並み、交流としての機能を付加した港湾空間を生かした

まちづくりを進め、移り住んでみたい、投資をしたい、訪れてみたいと感じ

て頂ける「選ばれるまち」を目指すことで、活力ある、そして持続可能なま

ちづくりを実現したい、このように考えております。  

夢と希望を感じられるまちづくりを着実に進め、次の１００年に向けたま

ちの礎を築くため、全力で取り組んでまいりますので、議員の皆様におかれ
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ましても、引き続きお力添えを賜りますよう、重ねてお願い申し上げます。  

 

それでは、今議会に上程されました各案件について、提案理由の概要を説

明申し上げます。  

初めに、議案第１号から議案第５号までの令和４年度各会計補正予算につ

いて説明申し上げます。  

議案第１号  一般会計補正予算の主なものにつきましては、国の新型コロ

ナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金などを活用し、原油価格や物価高

騰の影響を受けている低所得の高齢者世帯等を支援する「高齢者世帯等生活

支援事業費」を計上したほか、新型コロナウイルス感染症の感染拡大に対応

するため、検査試薬等を追加購入する「新型コロナウイルス検査事業費」、

検査委託料や医療費を公費負担する「新型コロナウイルス感染症対策事業費」、

感染症患者を医療機関や宿泊療養施設に移送する「感染症患者宿泊療養施設

等移送事業費」、自宅療養者に食料品や日用品を配達するほか、自宅療養者

の健康観察業務や、体調不良の不安などの一般的な相談に対応する窓口業務

等を外部委託する「クラスター対策事業費」などを増額いたしました。  

また、将来の災害や庁舎建設に必要な資金として「北海道市町村備荒資金

組合納付金」を計上いたしました。  

そのほか、令和３年度に超過交付となった国庫支出金等の返還金を計上す

るとともに、令和３年度一般会計の決算剰余金の２分の１を「財政調整基金」

へ積み立てることとし、所要の補正を計上いたしました。  

これらに対する財源といたしましては、普通交付税について本年度の交付

額が決定したことから所要の補正を計上した上で、地方特例交付金、国・道

支出金、寄附金、繰入金、繰越金及び諸収入を計上いたしました。  

以上の結果、一般会計における補正額は、２３億６，５５８万２，０００

円の増となり、財政規模は６２１億５，４７６万７，０００円となりました。  
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 次に、議案第２号から第５号までの特別会計補正予算につきましては、国

民健康保険事業、住宅事業、介護保険事業及び後期高齢者医療事業において、

令和３年度決算剰余金等を繰越金として計上するなど、所要の補正を計上い

たしました。  

 次に、議案第６号から議案第１８号までの令和３年度各会計決算認定など

について説明申し上げます。  

 一般会計につきましては、歳入総額６７４億１，３６４万２，０６５円に

対し、歳出総額は６５５億７，７８８万９，１０３円で、歳入から歳出を差

し引いた額は１８億３，５７５万２，９６２円となりました。  

この額から翌年度に繰り越した歳出予算に充当すべき財源１億４，０６６

万９，７３２円を差し引いた実質収支は１６億９，５０８万３，２３０円の

黒字となり、これを翌年度に繰り越すこととし、決算を了したところであり

ます。  

また、この実質収支から、前年度の実質収支を差し引いた単年度収支は１

５億２，９５１万２，３８０円の黒字、さらに、財政調整基金の積立てや取

崩しを考慮した実質単年度収支は、１６億１，２３４万７，３１７円の黒字

となりました。  

歳入では、市民税、法人事業税交付金、地方消費税交付金、地方交付税な

どが予算を上回り、歳出では、職員給与費、児童扶養手当などの扶助費のほ

か、他会計への繰出金などにおいて不用額が生じたことから、実質収支、単

年度収支は黒字となり、実質単年度収支も６年ぶりの黒字となりました。  

なお、地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づく、健全化判断比

率等につきましては、「実質赤字比率」と「連結実質赤字比率」は、令和２

年度に引き続き比率自体が計上されないこととなりました。  また、「実質

公債費比率」は５．７パーセント、「将来負担比率」は３０．１パーセント

となり、いずれも早期健全化基準を下回るとともに、前年度と比較して、「実
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質公債費比率」は１．１ポイント、「将来負担比率」は４．４ポイント改善

いたしました。  

一方、公営企業会計の「資金不足比率」につきましては、対象となる全て

の特別会計及び企業会計において、比率自体が計上されないこととなりまし

た。  

次に、令和３年度に実施した主な施策について、第７次小樽市総合計画の

「まちづくり  ６つのテーマ」に沿って説明申し上げます。  

１点目の「安心して子どもを生み育てることのできるまち」の分野では、

保育士等の職員の賃金改善を行う民間の教育・保育施設等に対して、当該賃

金改善を行うために必要な費用を補助したほか、民間の保育所等が行う施設

整備に係る経費の一部を補助するなどの施策を実施いたしました。  

また、学校におけるＩＣＴの活用推進を支援するため、専門的な知識を有

する人材や学校職員をサポートする支援員を配置したほか、塩谷小学校の耐

震補強や、忍路中央小学校と忍路中学校の併置に必要な小学校校舎の改修等

を行うなど、児童生徒の学習環境の改善を図りました。  

２点目の「誰もがいきいきと健やかに暮らせるまち」の分野では、不安や

悩みを抱える女性への支援のため、土曜日の相談窓口開設や相談担当者を養

成する研修会の開催などを社会福祉協議会に委託して実施したほか、生活習

慣病の早期発見や重症化予防につながる国保加入者の特定健康診査や、後期

高齢者医療健康診査について、受診率向上のため、非課税世帯に加え、令和

３年度から課税世帯についても自己負担額を無料といたしました。  

３点目の「強みを生かした産業振興によるにぎわいのまち」の分野では、

食料品関係事業者を対象に、全国規模の商談会への参加、新たな販路の開拓、

商品の磨き上げなどの支援を実施したほか、生産量の安定化を図るため、ホ

タテガイ養殖漁業に係る装置の設置費用の一部を補助いたしました。  

そのほか、現在進めております第３号ふ頭及び周辺再開発事業につきまし
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ては、市民や観光客が集うことができる空間として、第３号ふ頭基部を緑地

として整備するため、実施設計業務等を実施いたしました。  

４点目の「生活基盤が充実した安全で暮らしやすいまち」の分野では、北

海道新幹線新小樽（仮称）駅の利用者増加に向けた調査研究及び戦略検討の

ほか、駅周辺駐車場等について設計検討を実施いたしました。  

また、市内路線バスの確保・維持のため、生活バス路線を運行する乗合バ

ス事業者に対し、補助を行いました。  

そのほか、避難所の備蓄食料や救急用品の更新に加え、間仕切りテントの

配備などを行い、小樽市総合防災訓練においては、小樽市災害対策本部を初

めて模擬的に設置し、本部会議訓練や現場での実動訓練など、より実効性の

ある訓練を実施したほか、高機能消防指令センターの自動出動指定装置など

の機器を更新いたしました。  

５点目の「まちなみと自然が調和し、環境にやさしいまち」の分野では、

北海道新幹線新小樽（仮称）駅周辺駐車場整備に伴い、清掃事業所旧第２事

務所の解体工事を実施したほか、「第２次小樽市公園施設長寿命化計画」及

び「第２次小樽市緑の基本計画」策定に向けた現況調査等を実施いたしまし

た。  

６点目の「生きがいにあふれ、人と文化を育むまち」の分野では、総合博

物館本館２階に気象衛星ひまわり８号の画像データを閲覧できる装置を設置

したほか、美術館の外壁補修や塗装など、老朽化対策の改修工事を実施いた

しました。  

 そのほかの主な施策といたしましては、高等看護学院が教育委員会新庁舎

へ移転することに伴う改修を実施したほか、市民会館の大規模改修に着手い

たしました。  

また、国の補正予算や予備費で措置された「新型コロナウイルス感染症対

応地方創生臨時交付金」のほか、北海道の「新型コロナウイルス感染症緊急
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包括支援交付金」などを活用し、感染拡大防止策と医療体制の整備、雇用の

維持と事業の継続を図る経済対策、子育て世帯の暮らしを支える生活支援、

教育環境の整備などの取組を進めました。  

次に、予算と決算の対比について、その主なものを説明申し上げます。  

一般会計の歳入につきましては、市税で約９，６２９万円、地方交付税で

約３億１，３６９万円の増収となりましたが、分担金及び負担金で約３億４，

１２６万円、国庫支出金で約２２億６，８１１万円、繰入金で約３億３，０

６５万円、市債で約６億４，４５９万円の減収となったことから、歳入総額

では約３４億４，２２１万円の減収となりましたが、このうち約２６億９，

９７９万円については、繰越事業の財源として、令和４年度に歳入が見込ま

れるものであります。  

歳出につきましては、繰越事業分を除き、約２４億３，７５０万円の不用

額を生じましたが、この主なものといたしましては、民生費で、児童扶養手

当や生活保護費の扶助費の減などにより約８億５，９９４万円、衛生費で、

新型コロナウイルスワクチン接種事業費の減などにより約４億１，５８２万

円、商工費で、中小企業経営安定健全化資金貸付金の減などにより約３億５，

５６１万円の減となりました。  

次に、特別会計のうち主な会計について説明申し上げますと、まず、国民

健康保険事業につきましては、歳入総額１３６億７，１８０万１，２５８円

に対し、歳出総額１３４億８，３８２万４，０１８円となり、差引き１億８，７

９７万７，２４０円の 剰 余 金 を 生 じ ま し た 。 な お 、 国 庫 支 出 金 が 超 過 交 付

と な っ た ３ ７ ３ 万２，０００円については、令和４年度に精算するものであ

ります。  

住宅事業につきましては、歳入総額７億７，２８３万５，５４６円、歳出

総額７億４，３０６万９，１５９円となり、差引き２，９７６万６，３８７

円の剰余金を生じました。  
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主な事業といたしましては、市営住宅改善事業として、桜東住宅５４－２号

棟及び蘭島住宅の外壁等改修工事のほか、張碓住宅の衛生換気設備改修及び内

窓改修工事、潮見台Ａ住宅・緑Ｂ住宅の内窓改修及び換気設備改修工事等を実

施いたしました。  

介護保険事業につきましては、歳入総額１５２億９，８１８万３，７５０

円に対し、歳出総額１４９億７，２２１万３，８０７円となり、差引き３億

２，５９６万９，９４３円の剰余金を生じました。なお、国・道支出金及び

支払基金交付金のうち、超過交付となった１億２，３８５万６，２４７円に

ついては、令和４年度に精算するものであります。  

後期高齢者医療事業につきましては、歳入総額２３億２，２３７万４，９

６３円に対し、歳出総額２２億５，６３５万４，９４３円となり、差引き６，

６０２万２０円の剰余金を生じました。この剰余金は、令和３年度の出納整

理期間中に収納した保険料であり、令和４年度に北海道後期高齢者医療広域

連合へ納付するものであります。  

次に、企業会計について説明申し上げます。  

病院事業につきましては、予算額に対し、収益的収支におきましては、収

入は入院収益、外来収益などの医業収益が減となる一方、国庫補助金、道補

助金などの医業外収益の増により４，２２８万６，３３２円の増収となり、

支出では給与費及び材料費などの減による医業費用の減などで７億１，４９

４万４，５７４円の不用額を生じました。  

資本的収支におきましては、収入は他会計補助金や長期貸付金償還金の増

などにより２８７万３，８００円の増収となり、支出では建設改良費の減な

どにより、不用額は２，６１８万８，０４４円となりました。  

なお、当年度純損失３，５１４万１，４９８円につきましては、当年度未

処理欠損金として処理する予定であります。  

水道事業につきましては、予算額に対し、収益的収支におきましては、収
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入は加入金の増などにより３，７８５万８，０８０円の増収となり、支出で

は営業費用などで１億５，２０１万２，５７９円の不用額を生じました。  

 資本的収支におきましては、収入は企業債借入れの減などにより２億６，

３３５万１，７５１円の減収となり、支出では建設改良費などで２億７，９

０２万３，６４６円の不用額を生じました。  

 なお、当年度未処分利益剰余金５億７，７９４万６，１０５円のうち、２

億４，５２４万８，６７３円につきましては、自己資本金として処分し、３

億３，２６９万７，４３２円につきましては、減債積立金として処分する予

定であります。  

 下水道事業につきましては、予算額に対し、収益的収支におきましては、

収入は下水道使用料の増などにより１，１５７万３，４３０円の増収となり、

支出では営業費用などで１億６，８２１万４，４００円の不用額を生じまし

た。  

 資本的収支におきましては、建設改良費の一部を翌年度へ繰り越したこと

などから、収入は企業債、交付金の減などにより８億９，８１３万１，５６

９円の減収となり、支出では建設改良費などで４億７，１９９万２，１８６

円の不用額を生じました。  

 なお、当年度未処分利益剰余金２億３，７５７万４，００９円のうち、１

億９４０万４，４７０円につきましては、自己資本金として処分し、１億２，

８１６万９，５３９円につきましては、減債積立金として処分する予定であ

ります。  

 産業廃棄物等処分事業につきましては、予算額に対し、収益的収支におき

ましては、収入は産業廃棄物等処分手数料の減などにより２５５万７，８２

２円の減収となり、支出では維持管理費などで１，９０９万３，０５３円の

不用額を生じました。  

 資本的収支におきましては、収入では一般会計長期貸付金３，０００万円



- 12 - 

 

の償還金があり、支出では建設改良費で５７９万７，０００円の不用額を生

じました。  

 なお、当年度未処分利益剰余金１，９３２万５，２３１円のうち、１，１

０６万３，０００円につきましては、自己資本金として処分し、８２６万２，

２３１円につきましては、利益積立金として処分する予定であります。  

 簡易水道事業につきましては、予算額に対し、収益的収支におきましては、

収入は他会計補助金の減などにより４３１万６，１５２円の減収となり、支

出では営業費用などで４０９万２，３３０円の不用額を生じました。  

 資本的収支におきましては、収入は企業債借入れの減などにより４，４０

７万６，６６４円の減収となり、支出では建設改良費などで４，２９８万８，

６３９円の不用額を生じました。  

 なお、当年度純損失２，１２７万３，５１２円につきましては、当年度未

処理欠損金として処理する予定であります。  

 

続きまして、議案第１９号から議案第２３号までについて説明申し上げます。議

案第１９号  職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例  

案につきましては、国家公務員に準じ、非常勤職員の育児休業の取得要件の

緩和等を行うとともに、地方公務員の育児休業等に関する法律の一部改正に

伴う所要の改正を行うものであります。  

議案第２０号  手数料条例の一部を改正する条例案につきましては、長期

優良住宅の普及の促進に関する法律の一部改正に伴い、増改築を伴わない長

期優良住宅維持保全計画の認定申請手数料の新設等を行うとともに、所要の

改正を行うものであります。  

議案第２１号  公設水産地方卸売市場業務条例の一部を改正する条例案に

つきましては、公設水産地方卸売市場の年末年始における休場日を変更する

ものであります。  



- 13 - 

 

議案第２２号  地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一

部を改正する条例案につきましては、小樽都市計画小樽築港駅周辺地区地区

計画の変更に伴い、商業レクリエーション地区における建築物の用途の制限

について見直しを行うものであります。  

議案第２３号  病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例案に

つきましては、市立病院の診療科目として腫瘍内科を新設するものでありま

す。  

 

以上、概括的に御説明申し上げましたが、何とぞ原案どおり御可決、御認定賜り

ますようお願い申し上げます。  

 


